
熊本県個人情報保護審査会答申の概要 
（平成２６年３月２５日付け答申第１３号） 

 
 
１ 事案の概要   
Ｈ２５．２． ６ 異議申立人 熊本県個人情報保護条例（以下「条例」という。）に基づき、実施

機関（知事）に対し、「措置入院に関する診断書」（以下「診断書」
という。）に記載された自己情報を開示請求。 

Ｈ２５．３．２１ 実施機関 本件対象情報として診断書に記録された情報を特定し、このうち、
一部の情報が条例第１６条第３号、第６号又は第８号に規定する不
開示情報に該当するとして部分開示決定。 

Ｈ２５．４．１９ 異議申立人 本件部分開示決定を不服として異議申立て。 
Ｈ２５．６．２５ 実施機関 熊本県個人情報保護審査会に諮問（諮問第１７号）。 
 
２ 当事者の主張の要旨  
（１）異議申立人 
   本件部分開示決定を取り消し、不開示部分のすべての開示を求める。 
   ・質問に対しての回答がなされていないため。精神異常が全くないため。 
   ・個人情報開示決定通知書で精神障害者と断定した根拠、証拠の提出を求める。 
   ・異議申立てに係る処分は、違法、不当である。 
   ・措置入院と判断された根拠、証拠及びその資料の提出を求める。 
（２）実施機関 
  ア 条例第１６条第３号該当（開示請求者以外の個人に関する情報） 
       「陳述者氏名・続柄」の情報は、開示請求者以外の個人情報であり、同号に該当する。 
  イ 条例第１６条第６号該当（評価等情報） 

診断書に記載される「病名」等の情報は、措置入院に係る診察等に関する情報であり、
事柄の性質上、本人の認識や意向に沿わない事項が多いため、これを開示することとな
れば、精神保健指定医（以下「指定医」という。）は、必要な情報を的確に記載できず、
適正な診断書の作成が困難となり、個人の評価等に支障を及ぼすおそれがある。 
ウ 条例第１６条第８号該当（事務事業情報） 
「指定医（氏名・印影）」及び「県職員氏名」の情報は、診察に関わった者に関する情
報であり、これを開示することとなれば、診察結果等について種々の問合せがなされる等、
日常業務等に支障を及ぼす可能性を否定できず、県が行う精神保健福祉業務の適正な遂行
に支障を及ぼすおそれがある。 

 
３ 審査会の判断  
実施機関の判断妥当（部分開示決定は妥当） 
（１）条例第１６条第６号該当性について 
   実施機関が同号に該当すると主張している「病名」等の情報は、指定医が本人に対する診
察、関係者から聴き取った内容等を基に記載するものであり、知事が措置入院の要否につい
て判定を行う際の情報であるため、同号に規定する「個人の評価等に関する情報」に該当す
る。 
   これらの情報は、本人の認識とは異なることもあるため、これらの情報を開示することと
なれば、正確な情報収集や適正な診断書の作成を行うことが困難となり、当該個人の評価等
に支障を及ぼすおそれがあると認められる。 
よって、これらの情報は、同号に該当し、開示しないことが相当である。    

（２）条例第１６条第８号該当性について    
   実施機関が同号に該当すると主張している情報のうち、「指定医（氏名・印影）」につい
ては、同条第６号に該当することから、同条第８号該当性については判断する必要はない
ので、以下「県職員氏名」の情報の内容について検討する。 



当該情報は、知事が行う措置入院に係る業務を担当する県職員の情報であり、同号に規
定する「県の機関が行う事務に関する情報」に該当する。 
当該情報を開示することとなれば、措置入院に対する被措置者の不満や認識の相違により、
被措置者から県職員に対して、診断書の記載内容の真偽等について、種々の問合せがなされ
る等、県職員が行う日常業務等に支障を及ぼす可能性を否定できず、そのことによって、県
が行う精神保健福祉業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められる。 
よって、当該情報は、同号に該当し、開示しないことが相当である。 

（３）条例第１６条第３号該当性について 
    このほか、実施機関が同号に該当すると主張している「陳述者氏名・続柄」については、
同条第６号に該当するため、同条第３号該当性については、判断する必要はない。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 

答      申 
 
第１ 審査会の結論 
      熊本県知事（以下「実施機関」という。）が、「措置入院に関する診断書」に記録
された異議申立人の情報について、平成２５年３月２１日に行った部分開示決定は、

妥当である。 
 
第２ 諮問に至る経過 
１ 平成２５年２月６日、異議申立人は、熊本県個人情報保護条例（平成１２年熊本

県条例第６６号。以下「条例」という。）第１４条第１項の規定に基づき、「措置入

院が適当と判断される根拠となった鑑定の書類」という内容の自己情報の開示請求

を行った。  
 
２ 平成２５年３月２１日、実施機関は、「措置入院に関する診断書」（以下「本件診

断書」という。）に記録された情報を当該請求に対する対象情報（以下「本件対象

情報」という。）として特定し、このうち、次の①～⑧に関する情報（以下「本件

不開示情報」という。）について、条例第１６条第３号、同条第６号又は同条第８

号の規定に該当することを理由として不開示とし、当該不開示部分を除く部分を開

示するという部分開示決定（以下「本件部分開示決定」という。）を行った。 
①「陳述者氏名・続柄」 
②「病名」 
③「生活歴及び現病歴」 
④「重大な問題行動」 
⑤「現在の精神病状、その他の重要な症状、問題行動等、現在の状態像」 
⑥「診察時の特記事項」 
⑦「精神保健指定医（氏名・印影）」 
⑧「県職員氏名」 

 
３ 平成２５年４月１９日、異議申立人は、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６

０号）第６条の規定に基づき、実施機関に対して本件部分開示決定を不服とする異

議申立てを行った。 
 
４ 平成２５年６月２５日、実施機関は、この異議申立てに対する決定を行うに当た

り、条例第２６条第１項の規定に基づき、当審査会に諮問を行った。 
 
 

諮問実施機関：熊本県知事 
諮問日   ：平成２５年６月２５日（諮問第１７号） 
答申日   ：平成２６年３月２５日（答申第１３号） 
事案名   ：措置入院に係る診断書の部分開示決定に関する件 
 



第３ 異議申立人の主張要旨 
１ 異議申立ての趣旨 
本件部分開示決定を取り消し、不開示部分のすべての開示を求める。 

 
２ 異議申立ての理由 
異議申立人の異議申立ての理由は、おおむね次のとおりである。 
（１）質問に対しての回答がなされていないため。 
（２）精神異常が全くないため。薬を飲む必要がないため。ストレスのみたまるため。 
（３）熊本県知事が、平成２５年３月２１日付けの個人情報開示決定通知書で精神障

害者と断定した根拠、証拠の提出を求める。 
（４）異議申立てに係る処分は、違法、不当である。 
（５）誰が読んでも分からない個人情報など意味がない。税金のムダ使いである。も

っと中身のある回答をお願いする。 

（６）警察官、検察官その他の通報により措置入院と判断された根拠、証拠及びその

資料の提出を求める。 

（７）情報開示になっていない情報開示書の理由 
 
第４ 実施機関の説明要旨 
   実施機関の説明の内容は、おおむね次のとおりである。 
 １ 条例第１６条第３号該当性について  
条例第１６条第３号は、「開示請求者以外の特定の個人を識別することができる

情報」を不開示情報として規定しており、本件不開示情報のうち、①の情報は、こ

れに該当する。 
 

 ２ 条例第１６条第６号該当性について 
（１）措置入院に係る診察は、通常の診察とは異なり、強制的に入院させることがで

きる制度である措置入院が必要かどうかを判断するための診察である。 
（２）このため、診断書に記載すべき内容は、本人や家族等の意向にとらわれない客
観的かつ具体的な内容であることが要求され、そのことは措置入院制度の適正な
運用を図るための根幹となっている。 
（３）本件不開示情報のうち、②～⑦の情報は、事柄の性質上、本人の認識や意向に
沿わない事項が多く、精神保健指定医（以下「指定医」という。）は、その内容
が本人に開示されないことを前提にして記載を行っているところである。もし、
その記載を後日、本人の請求によって本人に開示することとなれば、必要な情報
を的確に記載できず、適正な診断書の作成が困難となる。 
（４）また、本件不開示情報のうち、①の情報は、措置入院の要否の判断に必要とな
る情報源に関するものであり、本人に開示することが前提とされた場合、陳述者
からの正確な情報収集ができなくなり、個人の評価等に支障を及ぼすおそれがあ
る。 

 
 



３ 条例第１６条第８号該当性について 
本件不開示情報のうち、⑦及び⑧の情報は、診察に関わった指定医及び県職員に

関する情報である。これを開示することとなれば、診察結果等について種々の問合

せがなされる等、日常業務等に支障を及ぼす可能性を否定できず、県が行う精神保

健福祉業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。  
 
第５  審査会の判断 
当審査会は、本件対象情報の内容を見分した上で、異議申立人の主張内容及び実

施機関の説明内容に基づき、本件部分開示決定の妥当性について調査、審議した結

果、以下のように判断する。 
 １ 条例の基本的な考え方について 
   条例は、個人情報の適正な取扱いを確保するための基本的事項を定めるとともに、

実施機関が保有する個人情報の開示、訂正及び利用停止を求める権利を明らかにす

ることにより、適正かつ円滑な県政運営を図りつつ、個人の権利利益を保護するこ

とを目的として制定されたものであり、自己情報の開示請求にあっては、本人の個

人情報について、条例で定める例外に該当する場合を除き、原則開示の考え方の下、

解釈、運用がなされなければならない。 
 
２ 本件対象情報について 
（１）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号。以下

「法」という。）では、第２３条から第２６条の３の規定において、誰でも、精

神障害者又はその疑いのある者について、指定医の診察及び必要な保護を都道府

県知事（以下「知事」という。）に申請することができることや、警察官は、精

神障害のために自身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそれ（以下「自傷他害のお

それ」という。）があると認められる者について、知事への通報をしなければな

らないこと等を定めている。 
（２）また、法第２７条の規定においては、知事は、上記（１）の申請、通報等のあ

った者について調査の上、必要があると認めるときは、指定医に診察をさせなけ

ればならないことを定めている。 
（３）更に、法第２９条の規定においては、知事は、上記（２）の診察の結果、その

診察を受けた者が精神障害者であり、かつ、医療及び保護のために入院させなけ

ればその精神障害のために自傷他害のおそれがあると認めたときは、その者を国

等の設置した精神科病院又は指定病院に入院させることができること、また、こ

の場合において、知事がその者を入院させるには、２人以上の指定医の診察を経

て、その者が精神障害者であり、かつ、医療及び保護のために入院させなければ

その精神障害のために自傷他害のおそれがあると認めることについて、各指定医

の診察の結果が一致した場合でなければならないことを定めている。 
（４）本件対象情報は、法の規定に基づき、異議申立人に対して行われた上記（２）

の診察において、２人の指定医が作成した本件診断書に記載された情報である。 



３ 条例第１６条第６号該当性について 
（１）条例第１６条第６号は、開示しないことができる個人情報として、「個人の評

価、診断、選考、指導等（以下「個人の評価等」という。）に関する情報であっ

て、開示することにより、当該個人の評価等又は将来の同種の個人の評価等に支

障を及ぼすおそれがあるもの」と規定している。 
（２）本件不開示情報のうち実施機関は、①～⑦の情報について、同号に該当すると

しており、その内容について検討する。 
（３）これらの情報は、指定医が本人に対する診察、関係者から聴き取った内容等を

基に記載するものであり、知事が措置入院の要否について判定を行う際の情報で

あるため、同号に規定する「個人の評価等に関する情報」に該当する。 
（４）次に、これらの情報が同号に規定する「開示することにより、当該個人の評価

等又は将来の同種の個人の評価等に支障を及ぼすおそれがあるもの」に該当する

かどうかを検討する。 
  ア ①の情報について 
    当該情報は、指定医が診断書の「生活歴及び現病歴」欄を記載するに当たっ

て、本人のこれまでの生活歴や現在の病状に関するこれまでの履歴を聴取した

相手の氏名及び本人との続柄であり、措置入院の要否の判断に必要となる情報

の入手先に関するものである。 
当該情報について、開示が前提となれば、陳述者が本人との関係等に配慮す

ることにより、正確な情報収集ができなくなり、措置入院の適正な診断を行う

ことが困難となるおそれがあると認められる。 
イ ②～⑦の情報について 
    これらの情報の中心となる情報は、指定医が行う診察に基づく情報であるが、

この診察は、医師が患者の求めに応じて行う医師と患者の合意を前提とする通

常の診察とは異なり、措置入院が必要かどうかを判断するための法第２７条の

規定に基づく診察である。措置入院の手続の適正さを担保するうえで最も重要

なのは、指定医が行う診察であり、そのために診断書に記載すべき内容は、本

人等の意向にとらわれず、できるだけ客観的で率直な内容が求められ、そのこ

とが措置入院制度の運用の適正を図る根幹をなしている。  
そして、この記載については、場合によっては、本人の認識とは異なること

もあるため、指定医は本人に開示されないことを前提に、率直で具体的な記載

を行っているところである。 
    したがって、これらの情報について、開示が前提となれば、指定医はそのこ

とに配慮して診断に必要な情報を的確に記載できなくなり、評価内容が簡略化、

形骸化することによって、適正な診断書の作成を行うことが困難となるおそれ

があると認められる。 
（５）よって、①～⑦の情報は、同号に該当し、開示しないことが相当である。 
    
 



４ 条例第１６条第８号該当性について 
（１）条例第１６条第８号は、開示しないことができる個人情報として、「県の機関

又は国、独立行政法人等、他の地方公共団体若しくは地方独立行政法人が行う事

務又は事業に関する情報であって、開示することにより、次に掲げるおそれその

他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすお

それがあるもの（同号 ア～オ 略）」と規定している。 
（２）本件不開示情報のうち実施機関は、⑦及び⑧の情報について、同号に該当する

としている。 
   しかし、⑦の情報については、上記３に記載するとおり、同条第６号に該当す

ることから、同条第８号該当性については判断する必要はないので、以下⑧の情

報の内容について検討する。 
（３）当該情報は、知事が行う措置入院に係る業務を担当する県職員の情報であり、

当該業務を行う中で記載された情報であるため、同号に規定する「県の機関が行

う事務に関する情報」に該当する。 
（４）次に、当該情報が、同号に規定する「開示することにより、当該事務又は事業

の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」に

該当するかどうかを検討する。 
（５）措置入院は、上記２に記載するとおりの制度であり、措置入院となった被措置

者に、措置決定に関わった県職員に対する不信感や誤解が生じる可能性がある。 
このため、当該情報を開示することとなれば、措置入院に対する被措置者の不

満や認識の相違により、被措置者から県職員に対して、診断書の記載内容の真偽

や診察結果、要措置と判断された理由等について、種々の問合せがなされる等、

県職員が行う日常業務等に支障を及ぼす可能性を否定できず、そのことによって、

県が行う精神保健福祉業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認めら

れる。 
（６）よって、⑧の情報は、同号に該当し、開示しないことが相当である。 
 
５ 条例第１６条第３号該当性について  
このほか実施機関は、本件不開示情報のうち①の情報について、同号に該当する

としている。 
しかし、当該情報については、上記３に記載するとおり、同条第６号に該当する

ことから、同条第３号該当性については、判断する必要はない。  
 
 ６ 結論 
   以上により、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 
 
 
 
 



                                熊本県個人情報保護審査会 
                                     会長職務代理者    大日方 信春 
                   委     員  谷口 美樹 
                                      委    員    徳村 美佳   
  
 
 
審査の経過 

 

年 月 日 審 査 の 経 過 

 
 平成２５年 ６月２５日 
 
 平成２５年 ８月 ８日 
 
 平成２５年１０月３１日 
 
 平成２５年１２月 ４日 
 
 平成２６年 １月２１日 
 
 平成２６年 ２月１８日 
 
 平成２６年  ３月１８日 

 
 ・諮問（第１７号） 
 
 ・実施機関から部分開示決定理由説明書を受理 
 
 ・審議 
 
 ・異議申立人の口頭意見陳述の実施、審議 
 
 ・実施機関からの説明聴取、審議 
 
 ・審議 
 
 ・審議 

 
    


